
注　記　事　項
（中間貸借対照表関係）

（単位：百万円）

※1. ※1. ※1.
19,819 19,783 19,877

　2. 銀行借入金等に対する債務保証 　2. 銀行借入金等に対する債務保証 　2. 銀行借入金等に対する債務保証
保証相手先 保証相手先 保証相手先

100 50 100
100 I D E C C O R P O R A T I O N 98 50
98 愛徳克電気貿易(上海)有限公司 67 98

愛徳克電気貿易(上海)有限公司 62 IDEC DATALOGIC株式会社 55 愛徳克電気貿易(上海)有限公司 65
75 55

270
436 計 368

（中間損益計算書関係）
（単位：百万円）

※1. ※1. ※1.
9 10 19
214 100 218
25 46 64
38 45 106
79 87 198

※2. ※2. ※2.
25 25 50
37 32 50

※3. ※3. ※3.
50 184 50

120

※4. ※4. ※4.
1 878 15

20 25
8 3
5

　5. 　5. 　5.
214 219 455
9 8 17

計 224 計 228 計 472

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間(自 平成18年4月 1日  至 平成18年9月30日)

自己株式に関する事項

株　式　の　種　類 前事業年度末 増　　加 減　　少 当中間会計期間末

普　通　株　式 （千株） 5,586 465 24 6,027

(変動事由の概要)
増加数の主な内訳は、自己株式の取得464千株であります。
減少数の主な内訳は、ストックオプションの行使24千株であります。

特 別 利 益 の 主 要 項 目

営 業 外 費 用 の 主 要 項 目

た な 卸 資 産 評 価 損

為 替 差 益

特 別 利 益 の 主 要 項 目

為 替 差 益 為 替 差 益

受 取 配 当 金
受 取 利 息

受 取 手 数 料

支 払 利 息 支 払 利 息
た な 卸 資 産 評 価 損

保 険 差 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 実 施 額減 価 償 却 実 施 額
有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

至 平 成 18 年 3 月 31 日

I D E C C O R P O R A T I O N

自 平 成 17 年 4 月 1 日

保証額

)（
自 平 成 18 年 4 月 1 日
当 中 間 会 計 期 間

IDECパワーデバイス株式会社

計

IDECパワーデバイス株式会社IDECパワーデバイス株式会社

至 平 成 18 年 9 月 30 日

受 取 賃 貸 料

営 業 外 収 益 の 主 要 項 目
受 取 利 息

受 取 手 数 料

（

受 取 賃 貸 料

営 業 外 収 益 の 主 要 項 目

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 実 施 額
有 形 固 定 資 産

前 中 間 会 計 期 間 末
(平成17年9月30日現在)

アイデックコントロールズ株式会社
保証額

有形固定資産から控除した減価償
却累計額

営 業 外 費 用 の 主 要 項 目

固 定 資 産 廃 棄 損役 員 退 職 慰 労 金

会 員 権 評 価 損固 定 資 産 廃 棄 損
会 員 権 評 価 損

固 定 資 産 廃 棄 損

た な 卸 資 産 評 価 損

受 取 賃 貸 料

役 員 退 職 慰 労 金

確定拠出年金制度移行に伴う利益

特 別 損 失 の 主 要 項 目

特 別 利 益 の 主 要 項 目

営 業 外 費 用 の 主 要 項 目
支 払 利 息

当 中 間 会 計 期 間 末
(平成18年9月30日現在)

前 事 業 年 度 末
(平成18年3月31日現在)

有形固定資産から控除した減価償
却累計額

有形固定資産から控除した減価償
却累計額

受 取 利 息
受 取 配 当 金

前 事 業 年 度

保証額
アイデックコントロールズ株式会社

IDEC DATALOGIC株式会社

営 業 外 収 益 の 主 要 項 目

受 取 手 数 料

（

前 中 間 会 計 期 間

)
自 平 成 17 年 4 月 1 日
至 平 成 17 年 9 月 30 日 )

受 取 配 当 金

I D E C C O R P O R A T I O N

計

IDEC DATALOGIC株式会社

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特 別 損 失 の 主 要 項 目

確定拠出年金制度移行に伴う利益

特 別 損 失 の 主 要 項 目
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（リース取引関係）
（単位：百万円）

1. 1. 1.

18 1 17 314 141 172 18 18 0

329 156 172 314 141 172 335 171 164

348 158 190 354 190 164

2. 未経過リース料中間期末残高相当額 2. 未経過リース料中間期末残高相当額 2. 未経過リース料期末残高相当額
66 72 67
123 100 97

計 190 計 172 計 164

3. 3. 3.
36 38 73
36 38 73

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法

オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記
未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

324 344 326
2,000 1,713 1,840

計 2,325 計 2,057 計 2,166

合 計

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引
に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引
に係る注記

)至 平 成 18 年 9 月 30 日

合 計

取得価額相当額は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中間期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。

当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

)（
自 平 成 18 年 4 月 1 日

至 平 成 18 年 3 月 31 日（
自 平 成 17 年 4 月 1 日

（
自 平 成 17 年 4 月 1 日

)至 平 成 17 年 9 月 30 日

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引
に係る注記

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

１ 年 超
１ 年 以 内

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

期 末
残高相当額

取得価額
相 当 額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

減価償 却累
計額相 当額

取得価額相当額は、未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定
しております。

１ 年 以 内
１ 年 超

支 払 リ ー ス 料

未経過リース料期末残高相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

支払リース料及び減価償却費相当額

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

減価償却費相当額

未経過リース料中間期末残高相当額は、未
経過リース料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しておりま
す。
支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料

１ 年 超
１ 年 以 内

１ 年 超
１ 年 以 内
１ 年 超

１ 年 以 内

機械及び
装 置

未経過リース料中間期末残高相当額は、未
経過リース料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しておりま
す。

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

取得価額相当額は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中間期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。

合 計

１ 年 超

支払リース料及び減価償却費相当額

工具器具
及び備品

１ 年 以 内

減価償却費相当額

取得価額
相 当 額

中 間 期 末
残高相当額

工具器具
及び備品

機械及び
装 置
工具器具
及び備品

取得価額
相 当 額

減価償 却累
計額相 当額

中 間 期 末
残高相当額

減 価 償 却 累
計 額 相 当 額

前 中 間 会 計 期 間
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